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Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成

○ 令和４年度から、高校においても新学習指導要領が実施されています。新学習指導要領では、全ての教科等において①知識及び技能、②思考
力、判断力、表現力等、③学びに向かう力、人間性等の３つの柱で再整理し、資質・能力をバランスよく育成することとしており、主体的・対話的で
深い学びの実現に向けた授業改善や各学校におけるカリキュラム・マネジメントの確立による教育活動の質の向上などが示されています。

○ また、「総合的な探究の時間」「情報Ⅰ」「公共」の新設など、教科・科目構成の見直しも行われており、これらの着実な実施が求められています。
○ 個別最適な学びと協働的な学びを一体的に充実させることや、感染症拡大時等においても生徒の学びを止めないといった視点からも、デジタル環
境の整備とその活用は必要不可欠です。 「 」時代を見据え、デジタルリテラシーを備えた人材の育成に取り組むことも急務となっています。

○ グローバル化が一層進展する中、これからの時代を生きる生徒には、自己を確立しつつ他者を受容し、多様な価値観を持つ人々と協力・協働しな
がら課題を解決する力が求められます。自ら進んで積極的にコミュニケーションを図ろうとする態度や豊かな国際感覚の醸成、総合的な英語力の育成
などに加え、多くの外国の人々と交流する機会を増やしていくことも重要です。

○ 新型コロナウイルス感染症により、学校においては様々な活動の制約を余儀なくされました。高校生の体力の低下も指摘されており、多様な体験活
動を充実させることに加え、体力の向上や部活動の活性化にも取り組んでいく必要があります。

１ スマート・スクール・プロジェクトの推進

５ 探究的な学びの充実

６ 進学指導体制の充実

７ 理数教育の充実

８ 得意な才能を伸ばす教育３ グローバル人材の育成に向けた
使える英語力の強化

９ 高大連携の推進

体力の向上

部活動の振興

２ 教科「情報」の充実と リテラシーの育成

４ 国際交流・海外派遣の推進

島しょにおける教育の充実

ひら
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Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成
１ スマート・スクール・プロジェクトの推進

【課題・背景】
○ 生徒一人ひとりの個性や能力を最大限に伸ばすためには、デジタルを活用しながら「個別最適な学び」と「協働的な学び」を一体的に充実させることが
重要です。

○ 都教育委員会ではこれまで、一人１台端末体制の導入などデジタル環境を整備してきました。今後は蓄積されたデータを活用し、個々の資質・能力
を最大化する指導法の開発を行うなど、エビデンスベースの指導と個に応じた学びの充実に向けた取組を進めていく必要があります。

取組 内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（１）一人１台端末体制の整備 保護者負担による一人１台端末整備に向けて、端末
購入支援のための補助を実施 実施 学年進行 一人１台端末体制が整備

（２）通信環境の整備 一人１台端末体制に向けた都立高校の通信回線の
増強 整備 通信回線運用

（３）統合型校務支援システム等の整備 校務系データを一元的に管理・蓄積するシステムを構
築し、作業を効率化

「教員の経験知」と「テクノロジー」をベストミックスし、生徒の持つ力を最大限伸ばすための環境整備に加え、デジ
タル利活用を推進する取組を充実

施設・設備を充実させること
社会の変化に対応できる能力を身に付けさせること

デジタル技術を活用した教育を充実させること
大学への進学を目指した学習を充実すること
それぞれの生徒の進路にあった指導を行うこと

都立高校に不足していると思う点のうち改善を要する点 都内公立中学校 年生保護者調査 上位５項目

「都立高校の現状把握に関する調査 令和３年度 」

取組の
方向性

ひら

統合型校務支援ｼｽﾃﾑ、定期考査採点・分析ｼｽﾃﾑの運用開始

統合型校務支援ｼｽﾃﾑ
定期考査採点・分析ｼｽﾃﾑ
の連携構築

保護者コミュニケーションシステムの段階的導入

Ⅰ　自ら未来を切り拓
ひら
く力の育成

１ TOKYOスマート・スクール・プロジェクトの推進　
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１ TOKYOスマート・スクール・プロジェクトの推進　
Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成

１ スマート・スクール・プロジェクトの推進
取組 内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（４）教育ダッシュボードの整備【拡充】 校務系データと学習系データを掛け合わせて可視化し、
分析を可能にするダッシュボードを開発

（５）デジタルサポーター等による教員の
支援

デジタルサポーター等を配置し、一人 台端末を活用し
た学びを支援

（６） デジタルリーディング
ハイスクール事業の実施

教育 推進校において、 教材を活用する
など、デジタルを活用した学びの実践的取組を行い、
成果を各校に展開

（７）オンライン学習の推進
非常時における学びの継続のため、教員と生徒が自宅
などからインターネットにアクセスし、オンライン学習を行う
「都立学校オンライン学習デー」を実施

（８）島しょ地域における教育 の
推進

オンラインチューターにより島しょ地域高校生の進学等
を支援

島しょ地域での小中高を連携したデータ分析を実施

島しょ地域の教員に対し指導教諭の授業をオンライン
配信し、指導力を向上

（９） リーダーの時数軽減
各校における 活用計画の策定やソフトウェア等の
運用管理を担う教員 リーダー の授業時数を軽
減し、各校のデジタル化を推進

（ ）生成 の活用 【新規】
都立学校生が授業等で生成 を効果的に活用でき
る環境整備に向け、安全な専用領域を構築するととも
に、研究校における取組成果を普及

デジタルサポーターの常駐配置等

一部の地域で、小中高を
連携したデータ分析を開始

対象校を順次拡大オンラインチューター制度の試行
八丈高校、大島高校

時数軽減措置の実施

配信数の増加オンライン配信の実施

ひら

分析対象を順次拡大

教育ダッシュボードの開発 基盤 追加開発 学習系データ 追加開発 校務系データ

利用開始 校

推進校における実践的取組 成果の段階的展開 成果を展開

訓練実施

研究継続・生成 環境構築

利用校拡大
校

オンライン配信を
都内全域に拡大

研究校での取組
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２ 教科「情報」の充実とITリテラシーの育成

【課題・背景】
○ 情報活用能力を学習の基盤となる資質・能力として位置付けた新学習指導要領に基づき、教科「情報」においてはプログラミングやデータ活用など
を学ぶ「情報Ⅰ」が原則必履修となりました。令和７年度大学入学共通テストに「情報」が追加されることも踏まえ、情報科を担当する教員に対する
支援を行うなど、情報教育を充実させることが重要です。

○ また、「情報Ⅰ」において培った基礎の上に、情報システムや多様なデータを効果的に活用したり、コンテンツを創造する力の育成を目指す「情報
Ⅱ」を設置できるようになりました。

○ プログラミングイベントを実施し、デジタルの力を活用して身近な問題等を解決する力を育成することで、多くの子供たちが将来、社会で活躍できる
よう支援していきます。

Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成
２ 教科「情報」の充実と リテラシーの育成

教科「情報」の指導体制を充実させるとともに、デジタル社会に向け生徒自身が社会課題の解決に取り組むことが
できるようプログラミングイベントを実施し、 リテラシーを育成

ひら

取組の
方向性

取組 内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（１）教科「情報」における指導体制の
充実

モデル校で民間補助教材や専門家を活用した授業を
実施することで指導方法を検討するとともに、大学の受
験科目化や情報Ⅱの設置を見据え、教員研修を実
施

（２） リテラシー育成のためのプログラミ
ングイベントの実施

リテラシーを育成するため、アプリケーションの開発環
境整備及びプログラミングイベントを実施

モデル校での授業実践 成果を展開

「指導力向上研修 情報Ⅱ 」の実施

「受験指導力向上研修」の実施

「ハッカソン、モバイルアプリコンテスト」の実施

「ワークショップ、アドバイザリー」の実施

アプリケーション開発環境の整備

研修動画を展開
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３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化
４ 国際交流・海外派遣の推進　
【課題・背景】
○ 都教育委員会は、生徒が国際社会で活躍できる発信力を高められるよう、デジタル技術や体験型学習施設の活用のほか、海外への派遣や国際
交流など、多様な文化や価値観を持つ人々と直接英語を使ってコミュニケーションを図る取組を推進してきました。英語学習の環境整備や国際交流
の機会の充実等が進み、 レベル 英検準２級 相当※1以上の英語力を有する都立高校 年生の割合は ％、 レベル(英検

○ 令和４年３月、都教育委員会は「東京グローバル人材育成指針」を策定し、育成すべき資質・能力を つの としてまとめ、主体的に学び
続ける態度と総合的な英語力の育成等に向けて、グローバル人材の育成を新たなステージで強力に推進することとしました。

○ 令和４年度から「中学校英語スピーキングテスト 」が本実施となり、中学生が身に付けてきた英語の「話す」力を高校入学後も更に伸ば
すため、生徒が実際に英語を使う機会をより充実させることが重要です。今後は、英語をツールとして使いこなす力の育成の加速化を図っていくとともに、
海外での体験活動や多様な国・地域との交流の場を拡大するなど、重層的に施策を展開し、豊かな国際感覚を身に付けさせていくことが求められます。

Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成
３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化
４ 国際交流・海外派遣の推進

※１ セファール とは、語学レベルの指標となる国際標準規格であり、４技能 聞く・話す・読む・書く の能力や修得状況を６段階 のレベルで示したもの。
高校生の目標となる「 相当」は、「実用英語技能検定」準２級程度の英語力を指す。

ひら

元

相当以上の英語力を有する都立高校生の割合

卒業時の割合
年度

「未来の東京」戦略 version up 2023
2026年目標値(都立高校生) 60.0%

２級)相当以上の英語力を有する都立高校 年生の割合は ％となっています。
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３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化

取組 内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（１）
の指定

東京グローバル人材育成指針に基づく先進的な取組
を推進する学校を指定し、将来国際社会の様々な分
野・組織で活躍できる人材を育成

（２）英語教育研究推進校の指定 生徒の英語によるコミュニケーション能力の向上を図る
ために英語教育の推進に重点をおく学校を指定

（３）外部検定試験の費用支援【拡充】 英語 技能の到達度を測るための外部検定試験の受
験について、費用支援を実施

（４）オンライン英会話の活用【拡充】
「使える英語力」の強化を目指し、「聞く」「話す」を中
心に個々の生徒の実践的なコミュニケーション能力を
伸長

（５） プログラムによる外国人指導者
の活用【拡充】

プログラムを活用した人材の配置拡充により、授業
内外での英語を用いたコミュニケーション機会の増加を
図り、「使える英語力」の育成を一層推進

主体的に学び続ける態度と英語力を基盤としながら、４つの を連携させた教育を推進

Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成
３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化

学問・探究グループ 校

対話・理解グループ ７校

実地・協働グループ ３校

その他希望校を加え、
実施規模を 校・全学年に拡大

取組の方向性

ひら

、英語教育
研究推進校において実施

対象を拡大
校・１学年分

校を指定

指定校に
おいて実施 成果検証

配置・活用 配置の拡充

指定校等以外の全課程に対象を拡大
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３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化
取組 内容 令和４年度 令和５年度 令和６年度

（６） に対応した英語教育【拡充】

を活用した複合的機能をもつツールとして「
」を展開

多様な英語学習の機会を拡充し、英語教育を充実さ
せるためのウェブサイト「

」を展開

（７）
の更なる活用【拡充】

実践的な英語力を育成するための宿泊プログラムや島
しょ地域の生徒向けにバーチャルを活用した特別プログ
ラムを開発・提供

（８）「東京都高等学校英語プレゼンテー
ションコンテスト」の開催

コンテストを通じた「英語を話す」ことの実践により、プレ
ゼンテーション能力を伸長

（９）
によるワー

クショップの実施

英語を使って活躍する著名人等を に任
命し、ワークショップ等を開催することで、英語を積極的
に使う楽しさをアピールし、学習意欲を向上

（ ）英語によるインターンシップ体験
【新規】

英語を実践的に話す機会やキャリアプランを考える契
機として、都立高校生が英語を活用する職場において
インターンシップ体験を実施

Ⅰ 自ら未来を切り拓く力の育成
３ グローバル人材の育成に向けた使える英語力の強化

島しょ地域向けバーチャルによる プログラムの提供

宿泊プログラムの
実施 青海

コンテストの開催

ひら

青海に加え、立川でも実施

ポータルサイト開設 コンテンツの拡充

多様な英語動画教材の提供やオンラインイベントの開催 動画教材の提供、オンラインと
オンサイトイベントの開催

ワークショップ等の実施

インターンシップ体験の実施
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